
議案第２４号

　　　平成３１年度下妻市下水道事業特別会計予算

　平成３１年度下妻市下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，０２２,０００千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」に

　よる。

　（地方債）

第２条　地方自治法２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、

　限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表　地方債」による。

　（一時借入金）

第３条　地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

　１５０,０００千円と定める。

　　　平成３１年３月１日　提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下妻市長　菊　池　　博
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（単位　千円）

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

公 共 下 水 道 事 業 110,000

流 域 下 水 道 事 業 17,800

資 本 費 平 準 化 債
（ 公 共 下 水 道 事 業 ）

46,300

資 本 費 平 準 化 債
（ 流 域 下 水 道 事 業 ）

13,800

下 水 道 事 業 債
（ 特 別 措 置 分 ）

29,400

公 営 企 業 会 計 適 用 債 16,600

計 233,900

第  ２  表  　地   方   債

普 通 貸 借
又 は

証 券 発 行

４．０％以内 政府その他の金融機関の
資金については、その融
資条件による。ただし、財
政の都合により据置期間
及び償還期限を短縮し、
もしくは繰上償還又は低
利に借り換えることができ
る。
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（2） 給料及び職員手当の増減額の明細

（単位　千円）

平均昇給率　　　　　　　 1.08％

説 明 備 考

給 料 給与改定に伴う増減分

その他の増減分

区 分 増 減 額

給料の改定率　　　　　　0.19％56

325

148

△ 311

増 減 事 由 別 内 訳

昇給に伴う増加分

職 員 手 当 制度改正に伴う増減分

その他の増減分

△ 163

△ 384

△ 3

－148－ 給与費　－149－



ア.　職員1人当り給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

イ.　初　任　給

高 校 卒

大 学 卒

（３）　給料及び職員手当の状況

区 分

31 年 １ 月 1 日 現 在

平 均 給 料 月 額

148,600

344,173

一般行政職

平 均 年 齢

41.11

区 分 一 般 行 政 職 （ 円 ） 技 能 労 務 職 （ 円 ）

30 年 １ 月 1 日 現 在

平 均 給 料 月 額

平 均 年 齢

技能労務職

313,813

340,025

42.07

313,110

平 均 給 与 月 額

平 均 給 与 月 額

148,600

180,700

技能労務職（円）

国 の 制 度

一般行政職（円）

180,700
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（級別の標準的な職務内容）

区 分

技能労務職

級 職員数（人）

一般行政職

構成比（％）

1

4

職員数（人）

12.5 就2級

1

12.5 就4級

区 分

7級

級

2級

6級

2級

4級

ウ.　級別職員数

構成比（％）

1級

30年１月1日 現在

50.0

一般行政職

31年１月1日 現在

部長
補佐・係長

・主査
主事
係長・主幹課長･補佐

1 12.5 就2級

4級 就4級

1級 12.5 就1級

3級 就3級

5級 12.5 就5級1

12.51

計 100.0 計8

7級

3級 37.5 就3級3

1

1級 12.5 就1級

5級 12.5 就5級

1

1

6級 12.51

8

7級

次長・課長

計 100.0 計

2級6級 5級 4級 3級

主事
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　職　　　　員　　　　数 （Ａ）　　 （人） 8 8

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）　　 （人） 8 8

4号給 （人） 6 6

6号給 （人） 2 2

8号給 （人）

比 率 （Ｂ）/（Ａ） （％） 100.0 100.0

　職　　　　員　　　　数 （Ａ）　　 （人） 8 8

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）　　 （人） 8 8

4号給 （人） 6 6

6号給 （人） 2 2

8号給 （人）

比 率 （Ｂ）/（Ａ） （％） 100.0 100.0

代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

号 給 数 別 内 訳

号 給 数 別 内 訳

本

年

度

前

年

度

エ.　昇給

区 分 合 計
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本 年 度

前 年 度

国 の 制 度

カ.　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20 年勤続
の 者

（月分）

支 給 率 等 24.587 調整額加算措置

国 の 制 度
（支給率等）

24.587 調整額加算措置

キ.　地　域　手　当

（％）

（人）

（％）

支 給 率 0

支 給 対 象 職 員 数 0

国の 指定基準に 基づ く支 給率 0

33.271 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

（3％～45％加算）

支 給 対 象 地 域 無

備　考
 （月分） （月分） （月分）

33.271 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算）

区 分
25年勤続
の 者

35 年 勤 続
の 者

最高限度
その他の加算措置等

2.225 2.225 4.450 有

2.125 2.275 4.400 有

備　　考

6月(月分） 12月(月分）
等級による加算措置

2.225 2.225 4.450 有

オ．　期末手当・勤勉手当

区 分

支給期別支給率
支給率計
(月分）

職務上の段階、職務の
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ク．  特 殊 勤 務 手 当

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） 0 0

代表的な特殊勤務手当の名称

通 勤 手 当 同

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

―

ケ．  そ の 他 の 手 当

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （％） 0 0

区 分 全 職 種
代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職
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（単位　千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

（２）債務負担行為で翌年度以降にわたるもの についての前年度末までの支出額

又は、支出額見込及び当該年度以降の 支出予定額等に関する調書

事 項 限 度 額
前年度末までの支出見込額 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

16,600 10３１年度公営企業会計移行業務委託 28,868 ３０年度まで 12,258 16,610

－156－ 債務　－157－ 



現在高並びに前年度末及び

公 共 下 水 道 事 業 債 3,791,419,535 3,691,315,818 110,000,000 216,206,517 3,585,109,301

流 域 下 水 道 事 業 債 1,103,591,237 1,041,173,906 17,800,000 74,413,270 984,560,636

資 本 費 平 準 化 債
（ 公 共 下 水 道 事 業 ）

559,844,000 566,882,000 46,300,000 39,321,000 573,861,000

資 本 費 平 準 化 債
（ 流 域 下 水 道 事 業 ）

213,185,000 202,708,000 13,800,000 23,372,000 193,136,000

下 水 道 事 業 債
（ 特 別 措 置 分 ）

267,765,000 280,339,000 29,400,000 18,564,000 291,175,000

公 営 企 業 会 計 適 用 債 10,300,000 22,700,000 16,600,000 39,300,000

災 害 復 旧 事 業 債 13,600,000 13,600,000 1,700,000 11,900,000

合 計 5,959,704,772 5,818,718,724 233,900,000 373,576,787 5,679,041,937

区 分
前 前 年 度 末 前 年 度 末

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み
当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額当 該 年 度 中

起 債 見 込 額
当 該 年 度 中 元 金
償 還 見 込 額現 在 高 現 在 高 見 込 額

　　　　　　　（３）地方債の前前年度末における

　　　　　　　　　当該年度末における現在高の 見込みに関する調書

（単位　円）
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